
［法人の概要］ 令和５年７月１日現在

②

④ 電話
⑤

令和５年７月　会長　西川　公也

⑥ 基本財産 総額                230,600千円   [情報公開]

（資本） （内訳）栃木県出捐額                  93,500千円    ( 41%) ＨＰ ＵＲＬ　: https:www.tochigi-chikusan.jp

　 　　 市（町）出資額                               (   %)

   　　 その他                  137,100千円    ( 59%)

⑦ 役職員数 県派遣 専    任 合    計

理事 [監査等結果]

常　勤 1 1 名称 実施年月日 結果

非常勤 14 14 公益認定基準違反なし

監事 監事監査 令和5年6月6日 法令及び定款に違反なし

常　勤 0 

非常勤 3 3 [その他特記事項]

職員

常　勤 1 13 14 

非常勤 0 

臨　時 7 7 

⑧常勤職員の 30代 60代～ 平均年齢

年齢構成 3 3 45才 [財務指標] R2 R3 R4
［主な事業の事業費・概要等］ （千円、％） 自己資本比率 正味財産合計/資産合計×100 34.5 29.0 26.6

事業名 Ｒ３ 事業概要 流動比率 流動資産合計/流動負債合計×100 301.9 312.0 328.9

603 有利子負債依存度 有利子負債/資産合計×100 0.0 0.0 0.0

5.8 管理費比率 管理費/経常費用計×100 0.1 0.1 0.1

1,100 人件費比率 人件費/経常費用計×100 2.9 9.0 3.9

10.7 独立採算度 98.0 101.4 97.4

2,120

20.5

全体事業 10,318

優良な和牛繁殖牛の増頭に奨励金を交
付し、生産基盤の安定を図る。

　公益社団法人栃木県畜産協会は、県内畜産の健全な振興・発展に関する事
業を行い、消費者への安全・安心な畜産物の安定的供給を目的として設立さ
れました。グローバル化の進展により、世界各地で起きる様々な事象が短時
間で我が国に影響をもたらす状況にあって、当協会では、行政等と連携し、
国等の緊急対策を迅速に実施するとともに、家畜・畜産物の価格安定対策を
はじめ、経営支援、家畜衛生、家畜改良等の各種事業を積極的に実施して参
ります。
　また、家畜・畜産物の安全・安心を確保するため農場の飼養衛生管理の向
上を図り、県内畜産物の消費拡大に取り組むとともに、畜産経営の安定向上
と安全で良質な畜産物の生産に貢献して参ります。

畜産の健全な振興・発展に関する事業を行い、消費者への安全・安心な畜産物
の安定的供給に寄与する。
 ①畜産経営及び家畜の飼養管理技術の改善を支援する事業
 ②畜産に関する調査・研究の実施、研修会・講演会の開催及び情報の提供
 ③家畜畜産物の衛生の向上を支援する事業
 ④家畜畜産物の価格補てん事業
 ⑤肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和63年法律第98号）に基づく生産者補
給金交付事業
 ⑥家畜の改良増殖及び登録業務の指導、推進
 ⑦畜産業を営む者が組織する団体の運営指導
 ⑧一般消費者等への畜産、畜産物の各種情報提供、知識の普及啓発を図る事
業
 ⑨その他協会の目的を達成するために必要な事業

　各クラスター協議会との事業に必要な申請書類等を迅速化及びペーパレス
化のためにCSVデータ化して業務を実施している。
　また、併せて電子申請システムを活用したオンライン利用を原則とし、申
請者の利便性の向上を推進している。

公益法人立入検査 令和5年1月26日

所 在 地 等

県OB 県現職 他団体等

設 立 目 的

事 業 内 容

宇都宮市平出工業団地6-7 栃木県畜産会館内

① 団  体  名 （公社）栃木県畜産協会

設立年月日 ③代表者 会長　　西川公也昭和３１年　３月２０日

事
業
１
事
業
２
事
業
３

1,320

1.4

604

0.7

650

0.7

生産性向上対策促進事
業

飼養衛生管理者養成支
援事業

和牛繁殖経営緊急対策
事業

92,794

（経常収益計＋経常外収益計－県
からの補助金収入）/（経常費用計
＋経常外費用計）×100

〈　（公社）栃木県畜産協会　から県民のみなさまへ　〉

～20代

3

40代 50代

7 5 

Ｒ４

その他
(情報誌・
ＳＮＳ）

028-664-3434

畜産農家の経営改善指導及び生産性向
上技術の検証、経営分析を行う。

特定家畜伝染病の発生を予防するため
の知識や技術習得の研修を行う。



[収支決算書（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）] （単位：円）

1,343 1,012,416,486

352,751 4,269,604

13,152,500 52,206,019

17,432,821 14,984,320
743,196,921 34,210,993

31,348,354 794,808,466

823,790,900 31,703,699

39,125,737 479,268,552

64,374,175 869,160,685

1,624,926 808,668,000

0 2,665,647

658,147,944 125,000

6,506

当期収入合計（A） 2,392,548,372 当期支出合計（C） 2,363,511,370

前期繰越収支差額 当期収支差額（A-C） 29,037,002

収入合計（B） 2,392,548,372 次期繰越収支差額（B－C） 29,037,002

[貸借対照表（令和５年３月31日現在）] （単位：円）

288,279,823 87,651,342

216,924,101 78,438,701

70,715,637 0

0 52,282 事業実施上の課題
640,085 4,362,800

1,504,935,084 241,577

4,555,982

1,257,014,226 1,228,752,478 組織・財務上の課題

54,207,654 54,207,654

5,658,793 665,232,678

9,007,682 174,114,210
9,995,273 280,579,807

665,232,678 51,130,413

174,114,210 3,487,716

280,579,807

51,130,413 負債合計 1,316,403,820

247,920,858

6,946,410 正味財産 476,811,087 得点率の推移 R4 R5 R6
19,485,014 （うち基本財産） ─ ─

200,000,000 （うち当期正味財産増加額）
　　定期預金など 30,600,000 正味財産合計 476,811,087

1,793,214,907 1,793,214,907

　仮受金

　役員賞与引当金

　賞与引当金

固定負債

　退職給与引当金

　 肥育経営安定基金引当金（肉用牛）

　 生産者積立引当金（子牛）

　 生産者積立準備引当金（子牛）

　 特別の積立引当金（子牛）

 　償還円滑化積立引当金（子牛）

　優良繁殖雌牛更新支援金引当金（肉用繁殖）

　　特別の積立資産（〃）など

　その他の固定資産

　　車輛運搬具
　　什器備品
　　投資有価証券

　　    全国和牛能力共進会特別積立資産（和牛）

　    　システム機器等整備準備積立資産（〃）

　　肥育経営安定基金資産（肉用肥育）

　　生産者積立資産（子牛）

　　生産者積立準備資産（〃）

固定資産

　基本財産

　特定資産

　　退職給付引当資産

　　減価償却引当資産

　貯蔵品

　事業費

　　うち役員報酬

　　うち給与手当

　　うち臨時雇賃金
　　うち消耗品費

　　うち支払助成金

　　うち委託費など

　支払返還金

　積立金繰入額

　　うち肥育経営安定基金など

　管理費

　　うち役員報酬

　　うち給与手当など

経常外費用

　受取返還金

　積立金取崩額

　特定資産振替額

流動負債

　未払金

　前受金

　預り金

　特定資産運用益

　その他固定資産運用益

　受取会費

　事業収益
　受取補助金

流動資産

　普通預金

　未収金

　立替金

20 33 40 83%

目的適
合性

業務改
革への
姿勢

組織運
営健全
性

財務健
全化の
傾向

経常外収益

　受取委託金

　受取積立金

　受取負担金

　受取交付金

　雑収益

　その他固定資産振替額

前年度の法人運営につ
いての自己評価（振り
返り）

（主に組織運営健全性・
財務健全性化の傾向の評
価を基に作成）

［評点集計］
評価の視点 評価項目数 評点 満点

10 40%

法人が行っている事業と当初
の設立目的が適合しているか

法人経営の方針や事業の実施
目標等を設定し、それらに沿っ
た運営を行っているか等

10 90%
組織運営健全性 5 10 10 100%

業務改革への姿勢 5

財務健全化の傾向 5

法人の財務状況が健全化傾向
にあるか

合計

組織運営に関しては、透明性を確保し適切に実施されているが、
財務状況については、近年コロナ対策や飼料高騰対策などの緊急
対策事業など予算外の事業を実施することが継続している。

各種事業を着実に実施するためには、今後もより一層自主財源の
確保に努め、事務の合理化や経費抑制についても引き続き実施す
る。また、多様化する畜産経営にあった専門性の高いサービスを
提供できる人材の育成に取り組む。

83%

収 入 の 部

資産合計 負債及び正味財産合計

支 出 の 部

資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

9

4

［自己評価］

（主に目的適合性・業
務改革の姿勢の評価を
基に作成）

課題に対する今後の取
組の方向性

県現職派遣の理由、必
要性の評価

飼料等農業資材価格高騰に係る各種緊急対策事業へ迅速に取り組
み、県内畜産農家への経営支援を着実に実施した。

設立目的である、畜産の健全な振興・発展に関する事業を行い、
消費者への安全・安心な畜産物の安定的供給に寄与するため、県
内畜産農家への経営支援を中心に実施できている。

得点率

目的適合性 5 10 10 100%

組織､人事､財務等の内部管理
体制が適切に整備･運用され､
かつ情報公開による透明性の
確保が適切か

0
2
4
6
8
10
目的適合性

業務改革への姿

勢

組織運営健全性

財務健全化の傾

向

運営評価レーダーチャート



政策目標

県の役割

契約件名 法人の自己評価に対する意見

事業名 事業概要

県が期待する役割の達成

［総合評価］ ［R4行革委員会報告書（個別法人に対する評価等・継続検討項目以外）]

総合的所見

指摘事項

本県の畜産振興のため、引き続き指導・助言を行いながら、県や関係団体等との連携を図ってい
く必要がある

A

近年の飼料高騰や、豚熱等への対応においても、県と連携して機動的に畜産
農家等への支援にあたるなど、県の期待する役割を着実に果たしている。今
後とも経営健全化に向けて、自主財源の確保及び経営の効率化を図られると
ともに、畜産農家への専門的支援を提供できるよう、人材育成に取り組まれた
い。
なし

　畜産コンサルタント事業では、個別指導を実
施し、農家の経営技術、生産技術向上に取り
組むなど、畜産経営安定に向けた取組を継続
しているほか、県が推進している施策を着実
に実施している。
　特に、飼料高騰対策、豚熱等の家畜防疫対
策においては、県と連携しながら迅速に取り
組んでおり、畜産行政の補完的団体としての
役割を果たしている。
　引き続き、畜産協会が本県の畜産の振興に
寄与していくことを期待する。

A

粗飼料高騰緊急支援
事業補助金

豚熱(CSF)発生緊急防
止対策事業補助金

粗飼料の価格高騰分の一部補助

豚熱発生防止のため、消毒機器
の導入に要する経費の補助

70,112

9,950

交付対象農家数

参加農場数

695

30

- - 695 B

- - 39 A

➤見直し方針に順調に対応してきたが、今後とも自主財源の確保や人材育成に努める
必要がある。
➤農業振興公社の実施する事業へ参加する畜産農家等へのコンサル業務等、農家への
ソフト面での支援の充実を図る必要がある。
➤近年、県内外において頻発している豚熱や鳥インフルエンザ等の家畜伝染病につい
て、防疫対策に係る農家への支援体制の充実がより一層求められていることから、県
と連携し、予防に係る農家指導や発生時の人的支援等、協会が果たしうる役割につい
て検討し、実施していく必要がある。

今後の連携･
見直し方針

主
な
委
託
契
約

締
結
状
況

(

指
定

管
理
除
く

)

契約締結の方法 R4契約金
額(千円)

R4補助金
額(千円)

指名競争入札又
は随意契約とし
た理由

効果測定指標

主
な
補
助
事
業
の

実
施
状
況

畜産の健全な振興・発展

本県の畜産振興に向けた様々な施策立案及び国や市町、
関係団体との連携支援

畜産経営支援、家畜衛生対策、畜産環境対策等、畜産に
関する幅広い分野での事業展開

区分

補助・交付金

委託料

貸付金

その他

計

令和５年度予算額

4,597
727

5,324

91,260

1,534

92,794

なし

効果
測定

効果測定指標 目
標
値

実績

R2 R3

目
標
値

令和４年度決算額

R4

効果
測定R2 R3 R4

実績

［所管部局評価］

施設名
管理運営状況評価（Ｒ３）

Ａ Ｂ

法人に期待す
る役割

Ｃ Ｄ Ｅ

財
政
支
出
状
況

（

千
円
）

県
と
法
人
の

役
割
分
担

指
定
管
理


